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収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 2,417,000

1 営業収益 1,886,029

1 給水収益 1,859,205

2 その他の営業収益 26,824

2 営業外収益 530,970

1 受取利息及び配当金 180

2 他会計補助金 275,703

3 長期前受金戻入 254,369

4 雑収益 718

3 特別利益 1

1 過年度損益修正益 1

2,417,000

款 項 目

収入合計

令和３年度栗原市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出
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支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 2,417,000

1 営業費用 2,218,754

1 原水及び浄水費 606,332

2 配水及び給水費 308,959

3 総係費 223,374

4 減価償却費 1,066,641

5 資産減耗費 13,448

2 営業外費用 184,129

1 支払利息及び企業債取扱諸費 151,665

2 消費税及び地方消費税 32,464

3 特別損失 4,117

1 臨時損失 3,117

2 過年度損益修正損 1,000

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

2,417,000

款 項 目

支出合計
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収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1 資本的収入 748,000

1 企業債 280,100

1 企業債 280,100

2 加入金 5,760

1 加入金 5,760

3 出資金 303,497

1 他会計出資金 303,497

4 国庫補助金 70,266

1 国庫補助金 70,266

5 その他負担金 88,377

1 工事負担金 85,100

2 他会計負担金 3,277

748,000収入合計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1 資本的支出 1,642,000

1 建設改良費 830,721

1 資産購入費 24,083

2 石綿セメント管更新事業費 130,000

3 水道施設整備費 676,638

2 企業債償還金 811,279

1 企業債償還金 811,279

1,642,000支出合計

款 項 目
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（単位　千円）
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 0
減価償却費 1,066,641
貸倒引当金の増減額（△は減少） 11
賞与等引当金の増減額（△は減少） 138
長期前受金戻入額 △ 254,369
受取利息及び受取配当金 △ 180
支払利息 151,665
固定資産除却費 13,438
資産減耗費 10
未収金の増減額（△は増加） △ 7,212
未払金の増減額（△は減少） △ 14,858
たな卸資産の増減額（△は増加） 0
その他の流動資産の増減額（△は増加） 0

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5
小計 955,289
利息及び配当金の受取額 180
利息の支払額 △ 151,665

業務活動によるキャッシュ・フロー 803,804

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 755,201
有形固定資産の売却による収入 0
国庫補助金等による収入 63,878
その他建設改良費等の財源に充てるための収入 85,579

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 605,744

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 280,100
建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 807,599
その他の企業債の償還による支出 △ 3,680
一般会計からの出資による収入 303,497

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 227,682

資金増加額（又は減少額） △ 29,622
資金期首残高 2,188,474
資金期末残高 2,158,852

令和３年度栗原市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬
(千円）

給　料
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

本年度 25 83,932 41,909 125,841 24,731 13,460 13,175 177,207

前年度 24 84,270 44,794 129,064 25,509 21,090 13,522 189,185

比　較 1 △ 338 △ 2,885 △ 3,223 △ 778 △ 7,630 △ 347 △ 11,978

区 　分
扶養手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外勤務
手当（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

寒冷地手当
（千円）

児童手当
（千円）

本 年 度 4,602 1,818 1,861 6,022 1,320 13,477 8,973 1,636 2,200

前 年 度 4,842 2,280 2,263 6,125 1,320 13,697 9,191 1,726 3,350

比　　 　較 △ 240 △ 462 △ 402 △ 103 0 △ 220 △ 218 △ 90 △ 1,150

　注　前年度分の会計年度任用職員の期末手当は、6月期を0.39月、12月期を1.3月で年間1.69月分を計上。

手 当 の
内     訳

１　総括

職　　員　　数
退職給付費

（千円）

給　与　費　明　細　書

合　計
（千円）

給　　　　与　　　　費
法定福利費

（千円）

賞与等引当金
繰入額
（千円）

区 　分

-181-



特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬
(千円）

給　料
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

本年度 22 78,942 40,799 119,741 23,907 13,460 12,778 169,886

前年度 22 80,959 43,952 124,911 24,845 21,090 13,246 184,092

比　較 0 △ 2,017 △ 3,153 △ 5,170 △ 938 △ 7,630 △ 468 △ 14,206

区 　分
扶養手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外勤務
手当（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

寒冷地手当
（千円）

児童手当
（千円）

本 年 度 4,602 1,818 1,640 5,960 1,320 12,650 8,973 1,636 2,200

前 年 度 4,842 2,280 1,953 6,060 1,320 13,230 9,191 1,726 3,350

比　　 　較 △ 240 △ 462 △ 313 △ 100 0 △ 580 △ 218 △ 90 △ 1,150

手 当 の
内     訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

区 　分

職　　員　　数 給　　　　与　　　　費
法定福利費

（千円）
退職給付費

（千円）

賞与等引当金
繰入額
（千円）

合　計
（千円）
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特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬
(千円）

給　料
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

本年度 3 4,990 1,110 6,100 824 397 7,321

前年度 2 3,311 842 4,153 664 276 5,093

比　較 1 1,679 268 1,947 160 121 2,228

区 　分
扶養手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外勤務
手当（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

寒冷地手当
（千円）

児童手当
（千円）

本 年 度 221 62 827

前 年 度 310 65 467

比　　 　較 △ 89 △ 3 360

　注　前年度分の期末手当は、6月期を0.39月、12月期を1.3月で年間1.69月分を計上。

手 当 の
内     訳

　イ　会計年度任用職員

区 　分

職　　員　　数 給　　　　与　　　　費
法定福利費

（千円）
退職給付費

（千円）

賞与等引当金
繰入額
（千円）

合　計
（千円）
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　　　分 増減額（千円） 備　　　考

昇給に伴う増加分 286 平均昇給率1.01％ Ｈ24.1÷Ｈ23.4＝昇給率

その他の増減分 △ 624

制度改正に伴う増減分 △ 328 期末手当 支給月の減

その他の増減分 △ 2,557

H22.4 6,655,999 昇給に伴う増加分＝（Ｈ24.1-Ｈ23.4）×３ヶ月
H223.1 6,749,599 （6,749,599－6,655,999）×3ヶ月

280,800

△ 338

説　　　明増減事由別内訳（千円）

異動による増減員等

手      当 △ 2,885
異動による増減員等

給　　　料

企業職（一） 企業職（二）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 296,852 320,700

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 328,881 339,900

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.07 58.06

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 304,814 320,700

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 340,871 339,900

平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.09 57.06

令和2年4月１日現在

（１）職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

３　給料及び手当の状況

令和3年4月１日現在
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（２）初任給 単位：円

行政職 労務職
高校卒 150,600 147,900 150,600 147,900
大学卒 182,200 182,200

企業職（一）区　　　分 企業職（二）
一般会計の制度

区　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

企　業　職 主事・技師 主事・技師 係長・主査 課長補佐・主幹 課長・副参事 次長・参事 部長・理事

（級別の基準となる職務）

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１級 5 23.8 １級

２級 1 4.8 ２級

３級 9 42.8 ３級

４級 4 19.0 ４級 1 100.0

５級 1 4.8

６級

７級 1 4.8

計 21 100.0 計 1 100.0

１級 3 14.3 １級

２級 1 4.8 ２級

３級 13 61.8 ３級

４級 2 9.5 ４級 1 100.0

５級 1 4.8

６級

７級 1 4.8

計 21 100.0 計 1 100.0

令和3年4月１日現在

令和2年4月１日現在

（３）級別職員数

区　　　分
企業職（一） 企業職（二）
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（４）期末手当・勤勉手当

職務上の段階、職務の

６月（月分） １２月（月分）
級等による加算措置

本 年 度 2.225 2.225

前 年 度 2.250 2.250

一 般 会 計 の 制 度 2.225 2.225

有

有4.45

4.50

備考区　　　　　　　分

4.45

支給期別支給率
支給率計
（月分）

有

区　　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

備　　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

な　　し

同　　じ な　　し

一 般 会 計の 制度 との 異同 差 異 の 内 容

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

同　　じ な　　し

その他の加算措置等

定年前早期退職特例
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例
（２％～２０％加算）

（６）その他の手当

同　　じ
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　　間 金　 額 期　　　間 金 　額 水道料金

築館地区水道配水池敷地借地料

年総額779,361円とするが契約期
間等の特殊性から物価変動等を勘
案し、両者の協議の中で賃借料金
の変更をすることができる。

平成17年度から
令和2年度まで

11,690
令和3年度から

供用廃止期日まで
限度額に同じ 全 額

栗駒地区送水管埋設敷借地料 100
平成17年度から
令和2年度まで

67
令和3年度から
令和7年度まで

33 全 額

栗駒地区送水管埋設敷借地料 年総額　24
平成17年度から
令和2年度まで

351
令和3年度から

供用廃止期日まで
限度額に同じ 全 額

栗駒地区送水管埋設敷借地料 年総額　15
平成17年度から
令和2年度まで

212
令和3年度から

供用廃止期日まで
限度額に同じ 全 額

配水管埋設敷借地料（瀬峰地区） 年総額　33,440円
平成19年度から
令和2年度まで

468
令和3年度から

供用廃止期日まで
限度額に同じ 全 額

配水管埋設敷借地料（瀬峰地区） 年総額　2,000円
平成19年度から
令和2年度まで

28
令和3年度から

供用廃止期日まで
限度額に同じ 全 額

配水管埋設敷借地料（瀬峰地区） 年総額　4,100円
平成19年度から
令和2年度まで

56
令和3年度から

供用廃止期日まで
限度額に同じ 全 額

債務負担行為に関する調書

事          項 限   度   額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額
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１　固定資産
(１)　有形固定資産

イ 土地 2,005,629
ロ 立木 11,951
ハ 建物 2,265,394

減価償却累計額 △ 829,812 1,435,582
ニ 構築物 28,542,006

減価償却累計額 △ 10,001,821 18,540,185
ホ 機械及び装置 6,747,992

減価償却累計額 △ 4,591,903 2,156,089
ヘ 車両及び運搬具 30,059

減価償却累計額 △ 25,266 4,793
ト 工具器具及び備品 96,789

減価償却累計額 △ 89,734 7,055
チ 建設仮勘定 104,518

有形固定資産合計 24,265,802
(２)　無形固定資産

イ 施設利用権 0
ロ 電話加入権 483
ハ ダム使用権 453,623

無形固定資産合計 454,106
(３)　投資その他の資産

イ 保管有価証券 0
投資合計 0
固定資産合計 24,719,908

２　流動資産
(１)　現金預金 2,158,852
(２)　未収金 356,218
　　　貸倒引当金 △ 724 355,494
(３)　貯蔵品 24,102
(４)　前払金 0

流動資産合計 2,538,448
資産合計 27,258,356

令和３年度栗原市水道事業予定貸借対照表
（令和 4 年 3 月 31 日）

（単位　千円）

資　産　の　部
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３　固定負債
(１)　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 7,678,923
ロ その他の企業債 2,757

企業債合計 7,681,680
固定負債合計 7,681,680

４　流動負債
(１)　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 846,526
ロ その他の企業債 2,994

企業債合計 849,520
(２)　未払金 153,171
(３)　前受金 0
(４)　引当金

イ 賞与等引当金 13,175
引当金合計 13,175

(５)　その他流動負債 354
流動負債合計 1,016,220

５　繰延収益
長期前受金 9,077,176
収益化累計額 △ 3,718,347
繰延収益合計 5,358,829
負債合計 14,056,729

６　資本金 12,521,023
７　剰余金

(１)　資本剰余金
イ 国庫補助金 9,846
ロ 受贈財産評価額 978

資本剰余金合計 10,824
(２)　利益剰余金

イ 減債積立金 141,612
ロ 当年度未処分利益剰余金 528,168

利益剰余金合計 669,780
剰余金合計 680,604
資本合計 13,201,627
負債資本合計 27,258,356

資　本　の　部

負　債　の　部
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（単位　千円）

1,710,465
0

27,768 1,738,233

566,252
279,732

(3) 0
(4) 218,159

1,052,730
12,531 2,129,404

391,171

192
304,467
253,896
1,336 559,891

166,465
0 166,465 393,426

2,255

3,384
1
0 3,385

4,732
908 5,640 △ 2,255

0
528,168

0
528,168

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損
当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
その他の未処分利益剰余金変動額
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

(3) そ の 他 特 別 利 益
6 特 別 損 失
(1) 臨 時 損 失

(2) 雑 支 出 （ 予 備 費 含 む ）
経 常 利 益

5 特 別 利 益

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益

(4) 雑 収 益
4 営 業 外 費 用
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金
(2) 他 会 計 補 助 金
(3) 長 期 前 受 金 戻 入

(5) 減 価 償 却 費
(6) 資 産 減 耗 費

営 業 損 失
3 営 業 外 収 益

(1) 原 水 及 び 浄 水 費
(2) 配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費
総 係 費

(2) 受 託 工 事 収 益
(3) そ の 他 の 営 業 収 益

2 営 業 費 用

令和２年度栗原市水道事業予定損益計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

1 営 業 収 益
(1) 給 水 収 益
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１　固定資産
(１)　有形固定資産

イ 土地 2,005,629
ロ 立木 11,951
ハ 建物 2,265,394

減価償却累計額 △ 779,455 1,485,939
ニ 構築物 27,962,465

減価償却累計額 △ 9,308,304 18,654,161
ホ 機械及び装置 6,681,041

減価償却累計額 △ 4,342,904 2,338,137
ヘ 車両及び運搬具 30,059

減価償却累計額 △ 23,228 6,831
ト 工具器具及び備品 96,789

減価償却累計額 △ 89,614 7,175
チ 建設仮勘定 68,261

有形固定資産合計 24,578,084
(２)　無形固定資産

イ 施設利用権 0
ロ 電話加入権 483
ハ ダム使用権 466,219

無形固定資産合計 466,702
(３)　投資その他の資産

イ 保管有価証券 0
投資合計 0
固定資産合計 25,044,786

２　流動資産
(１)　現金預金 2,188,474
(２)　未収金 349,008
　　　貸倒引当金 △ 713 348,295
(３)　貯蔵品 24,102
(４)　前払金 0

流動資産合計 2,560,871
資産合計 27,605,657

令和２年度栗原市水道事業予定貸借対照表
（令和 3 年 3 月 31 日）

（単位　千円）

資　産　の　部
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３　固定負債
(１)　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 8,245,349
ロ その他の企業債 5,751

企業債合計 8,251,100
固定負債合計 8,251,100

４　流動負債
(１)　企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 807,592
ロ その他の企業債 3,680

企業債合計 811,272
(２)　未払金 168,029
(３)　前受金 0
(４)　引当金

イ 賞与等引当金 13,037
引当金合計 13,037

(５)　その他流動負債 348
流動負債合計 992,686

５　繰延収益
長期前受金 8,976,073
収益化累計額 △ 3,512,332
繰延収益合計 5,463,741
負債合計 14,707,527

６　資本金 12,217,526
７　剰余金

(１)　資本剰余金
イ 国庫補助金 9,846
ロ 受贈財産評価額 978

資本剰余金合計 10,824
(２)　利益剰余金

イ 減債積立金 141,612
ロ 当年度未処分利益剰余金 528,168

利益剰余金合計 669,780
剰余金合計 680,604
資本合計 12,898,130
負債資本合計 27,605,657

資　本　の　部

負　債　の　部
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令和３年度栗原市水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1 2,417,000 2,460,000 △43,000

1 1,886,029 1,907,054 △21,025

1 給水収益 1,859,205 1,881,511 △22,306 水道料金 1,859,205 水道使用料

2 その他の営業収益 26,824 25,543 1,281 他会計負担金 24,255 消防用水使用負担金 1,102

下水道使用料徴収等事務負担金 23,153

手数料 2,569 設計審査手数料等

2 530,970 549,223 △18,253

1 受取利息及び配当金 180 192 △12 預金利息 180 預金利息

2 他会計補助金 275,703 293,438 △17,735 他会計補助金 275,703 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 254,369 254,126 243 補助金等分 254,369 長期前受金戻入

4 雑収益 718 1,467 △749 不用品売却収益 692 不用品売却代金

その他雑収益 26 雑収益

3 1 3,723 △3,722

1 過年度損益修正益 1 1 0 過年度損益修正益 1 過年度分水道使用料

固定資産売却益 0 3,722 △3,722 廃目

説　　明

水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

款 項 目 比　　　較
節

区　　分
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支　　　出 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1 2,417,000 2,460,000 △43,000

1 2,218,754 2,229,692 △10,938

1 原水及び浄水費 606,332 652,848 △46,516 備消耗品費 1,431 備消耗品費

燃料費 397 燃料費

通信運搬費 3,156 電話料等

委託料 252,332 水質検査業務委託料 24,002

浄水場等管理業務委託料 105,243

警備委託料 7,742

汚泥処理業務委託料 78,298

浄水施設環境整備業務委託料 27,343

水道水質検査機器保守点検業務委託料 9,704

手数料 32 腸内細菌検査手数料

賃借料 1,474 水道施設用地賃借料 203

浄水場監視システム等使用料 1,271

修繕費 94,595 浄水施設等修繕料

動力費 105,462 浄水施設等動力費

負担金 11,896 花山ダム管理費負担金 7,027

栗原市・大崎市送水業務負担金 4,869

薬品費 28,140 凝集剤及び滅菌薬品等

水道事業費用

営業費用

款 項 目 比　　　較
節

区　　分
説　　明
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

材料費 100 補修材料費

受水費 107,317 県大崎広域水道受水費

2 配水及び給水費 308,959 275,960 32,999 給料 18,561 職員給料　６人

手当 11,464 時間外勤務手当 3,429

その他手当 8,035

法定福利費 5,456 共済組合負担金

退職給付費 3,165 退職手当組合負担金

備消耗品費 581 備消耗品費

燃料費 1,161 燃料費

通信運搬費 4,534 水道施設警報装置等通信費

委託料 130,387 水質検査業務委託料 39,802

水道メーター交換業務委託料 11,975

漏水調査業務委託料 4,499

配水施設環境整備等業務委託料 5,000

水道台帳整備委託料 5,419

緊急給水業務委託料 4,781

水道施設運転管理業務委託料 55,379

休日・夜間漏水修繕待機業務委託料 3,532

賃借料 1,997 水道施設用地賃借料 1,079

浄水場監視システム等使用料 918

修繕費 94,823 配水施設等修繕料

説　　明款 項 目 比　　　較
節

区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

路面復旧費 5,000 配水施設修繕に伴う路面復旧費

動力費 25,443 配水施設動力費

材料費 3,500 配水管補修材料費

雑費 5 諸費用

賞与等引当金繰入額 2,882 賞与引当金繰入額 2,417

法定福利費引当金繰入額 465

3 総係費 223,374 232,002 △8,628 給料 65,371 職員給料　１９人

手当 30,445 時間外勤務手当 2,593

その他手当 27,852

法定福利費 19,275 共済組合負担金等

旅費 701 普通旅費

退職給付費 10,295 退職手当組合負担金

備消耗品費 3,373 備消耗品費

燃料費 645 燃料費

報償費 669 水道使用料完納奨励金

光熱水費 2,304 光熱水費

印刷製本費 3,309 印刷製本費

通信運搬費 7,837 電話料 1,013

郵便料 6,824

委託料 48,937 検針業務委託料 37,351

説　　明款 項 目 比　　　較
節

区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

開閉栓業務委託料 11,252

納入通知書圧着機保守業務委託料 334

手数料 5,869 水道使用料口座振替手数料 2,337

コンビニ等収納取扱手数料 3,505

その他手数料 27

賃借料 6,186 積算システム賃借料 1,646

自動車賃借料 304

水道料金システム用付属機器等賃借料 3,477

有料道路通行料 119

コンビニ収納システム基本使用料 66

コピー等使用料 574

修繕費 2,000 備品等修繕料

補助金 3,000

雑費 54 ＮＨＫ受信料

会費負担金 311 日本水道協会負担金等

その他負担金 413 各種研修会負担金

保険料 1,006 火災保険料等

公課費 121 自動車重量税

厚生福利費 236 各種検診料

賞与等引当金繰入額 10,293 賞与引当金繰入額 8,638

法定福利費引当金繰入額 1,655

説　　明

水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金

款 項 目 比　　　較
節

区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

貸倒引当金繰入額 724 貸倒引当金繰入額

4 減価償却費 1,066,641 1,059,209 7,432 有形固定資産減価償却費 1,054,046 有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費 12,595 無形固定資産減価償却費

5 資産減耗費 13,448 9,673 3,775 固定資産除却費 13,438 布設替配水管等除却費

たな卸資産減耗費 10 たな卸資産減耗費

2 184,129 214,125 △29,996

1 支払利息及び企業債取扱諸費 151,665 166,569 △14,904 企業債利息 151,640 企業債利子償還金

借入金利息 25 一時借入金利子償還金

2 消費税及び地方消費税 32,464 47,556 △15,092 消費税及び地方消費税 32,464 消費税及び地方消費税

3 4,117 6,183 △2,066

1 臨時損失 3,117 5,183 △2,066 臨時損失 1,171 水道施設解体工事費等

災害による損失 1,946 放射能検査手数料

2 過年度損益修正損 1,000 1,000 0 過年度損益修正損 1,000 過年度水道使用料還付金

4 10,000 10,000 0

1 予備費 10,000 10,000 0 予備費 10,000

予備費

営業外費用

特別損失

説　　明款 項 目 比　　　較
節

区　　分
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1 748,000 649,000 99,000

1 280,100 136,400 143,700

1 企業債 280,100 136,400 143,700 企業債 280,100 建設改良事業

2 5,760 6,730 △970

1 加入金 5,760 6,730 △970 加入金 5,760 水道加入金

3 303,497 335,857 △32,360

1 他会計出資金 303,497 335,857 △32,360 他会計出資金 303,497 一般会計出資金

4 70,266 66,666 3,600

1 国庫補助金 70,266 66,666 3,600 国庫補助金 70,266 生活基盤施設耐震化等交付金

5 88,377 76,136 12,241

1 工事負担金 85,100 72,464 12,636 工事負担金 85,100 水道管移設補償費

　市道橋りょう整備補償費 7,000

　下水道整備補償費 29,300

　県営ほ場整備補償費 15,800

　県道整備補償費 33,000

2 他会計負担金 3,277 3,672 △395 他会計負担金 3,277 消火栓設置負担金

0 27,211 △27,211

固定資産売却代金 0 27,211 △27,211 廃項

固定資産売却代金

出資金

国庫補助金

その他負担金

節

区　　分
説　　明

資本的収入

加入金

企業債

款 項 目 比　　　較
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支　　　出 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1 1,642,000 1,482,000 160,000

1 830,721 690,987 139,734

1 資産購入費 24,083 28,446 △4,363 水道メーター購入費 12,291 水道メーター購入費

機械備品購入費 11,792 水質検査機器購入費

2 石綿セメント管更新事業費 130,000 120,000 10,000 委託料 14,000

工事請負費 116,000

3 水道施設整備費 676,638 542,541 134,097 委託料 63,664

工事請負費 612,974

2 811,279 791,013 20,266

1 企業債償還金 811,279 791,013 20,266 企業債償還金 811,279 企業債元金償還金

企業債償還金

高清水折木地区ほか調査測量設計業務委託料

築館伊豆地区ほか石綿セメント管布設替工事費

築館薬師山配水池改修ほか調査測量設計業務委託料

款 項 目

若柳畑岡配水池改修工事及び金成姉歯地区ほか配水
管布設替工事費等

建設改良費

比　　　較
節

区　　分
説　　明

資本的支出
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注      記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品 先入先出法による原価法 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  ⑴有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法による 

   ・主な耐用年数  法定耐用年数による 

  ⑵無形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法による 

 ３ 引当金の計上方法 

  ⑴退職給付引当金 

    職員の退職手当は、「栗原市水道事業会計職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づき、宮城県市町村職員退職手当組合負

担金条例第２条第１項及び第３条第１項の規定に基づく組合市町村負担金以外の一切を一般会計が負担することになっているため、退職

給付引当金は計上していない。 

  ⑵賞与等引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の

支給見込額のうち当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

  ⑶貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の不納欠損額の実績により回収不能見込額を計上している。 

 ４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税及び地方消費税の会計処理 

  ・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

  企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち他会計が負担

すると見込まれる額は２，３７４，１６８千円である（令和３年度に企業債の償還に対して他会計が負担を予定している項目について、令

和２年度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。）。 

-201-


